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データ・アナリティクス・マイスターサービス1

社会インフラを手がけてきた日立グループは，これまで
産業機械や大型設備から膨大なデータを収集し，その保守
などに役立ててきた。また，大量の実業データと IT

（Information Technology）リソースから抽出した知識や付
加価値をサービスとして提供するKaaS（Knowledge as a 

Service）を提唱してきた。データ・アナリティクス・マイ
スターサービスは，こうしたリソースをフルに活用しなが
ら，顧客と共にビッグデータから新たな価値を創出する取
り組みである。
これを推進するため，数理解析と IT や実務の知識を併
せ持ったビッグデータ利活用に関する専門家であるマイス
ターと，データ分析に関する技術者・研究者，システム構
築・運営に携わるコンサルタントなどを含め，200人超の
事業体制を整備した。
マイスターサービスの提供プロセスは，まず，明確なビ

ジョンを顧客と共有する。次に，顧客の業務を理解したう
えで目標達成に向けた仮説を立案する。そして必要なデー
タを収集し，数理解析による仮説検証を行い，有効性を確
認してから本番システムに適用していく。

小売業向け流通分析ソリューション2

小売業が保有するPOS（Point of Sale）データやソーシャ
ルネットワーク上の情報など，ビッグデータの利活用を加
速する流通分析ソリューションの提供を開始する。
このソリューションは，商品分析システム，顧客分析シ
ステム，ソーシャルメディア連携システムの3メニューで
構成されている。商品分析システムは，売上や在庫数だけ
でなく，時間や分類といったさまざまな切り口でPOSデー
タの分析を容易に実現する。顧客分析システムは，RFM

（Recency, Frequency, Monetary）分析やデシル分析などの
さまざまな分析手法によって会員情報を分析し，会員への
必要なアプローチ施策の決定を支援する。ソーシャルメ
ディア連携システムは，Twitter＊をはじめとするソーシャ
ルネットワーク上でツイート（つぶやき）されているキー
ワードなどの情報を活用し，売れ筋商品の販売企画の立案
などを支援する。分析用のデータベースエンジンには，高
速データアクセス基盤Hitachi Advanced Data Binder プ
ラットフォーム※）を採用しており，分析処理の高速化を実
現する。
これらのソリューションを，サーバ，ストレージなどの
ハードウェア，高速データアクセス基盤や統合システム運

ITソリューション・クラウドサービス

ビジョン構築

ビジョン実現に向けた
プロセス ・ KPIの設定

データ ・ アナリティクス ・ マイスター
SE

ビジョンに対する
成果の確認

ビジョンの実現

マイルストーン YES YES

活用シナリオ策定 実用化検証 システム導入

ビジネス価値

Output

価値創出の
実現性のめど

Output

生まれる価値
の明確化

Output

データ活用の
ビジョン

Output

システム構築

運用サポート

シナリオ検証支援仮説立案

分析手法検証支援事業モデル化

システム検証支援

1  ビッグデータ利活用を実現するプロセス
注：略語説明　SE（Systems Engineer），KPI（Key Performance Indicator）
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用管理 JP1などのミドルウェアと組み合わせ，アプライア
ンス製品として提供していく。

＊は「他社登録商標など」（146ページ）を参照
※） 内閣府の最先端研究開発支援プログラム「超巨大データベース時代に向けた
最高速データベースエンジンの開発と当該エンジンを核とする戦略的社会サー
ビスの実証・評価」（中心研究者：喜連川 東大教授／国立情報学研究所所
長）の成果を利用。

TWX-21グローバル大容量データ交換サービス3

近年，製造業などの企業がグローバル進出を加速する中，
海外で展開する業務は，製造だけでなく設計，試作，販売，
保守へと拡大している。それに伴い，これらの業務に必要
な設計図面やマニュアルなどのさまざまな情報のやり取り
において，ギガバイトサイズの大容量データを高速かつセ

キュアに交換する必要性が高まっている。
そのニーズに応えるため，約24か国・地域で約5万社・
約21万 IDが利用する業務システムクラウドTWX-21の新
メニューとして，2013年6月，グローバル大容量データ交
換サービスの提供を開始した。
このサービスは，多重化通信技術やセキュリティ技術な
どを生かし，大容量データの高速・高品質な転送をインター
ネット環境で実現する。また，Web画面の多言語対応
（日本語・英語・中国語），グローバルヘルプデスク（日本語・
英語・中国語・タイ語），管理者承認，システム連携送受
信コマンドなど，業務利用を想定した機能を提供する。

TWX-21は，今後もグローバル対応ソリューションを
拡充し，さらに増加が見込まれる製造業・流通業など幅広
い分野の海外進出企業を支援する。

送信元企業
（TWX-21ユーザー）

受信元企業
（TWX-21ユーザー）TWX-21センター

ファイル転送

送信宛先管理

多言語対応
（日本語 ・ 英語 ・ 中国語）

グローバルヘルプデスク
（日本語 ・ 英語 ・ 中国語 ・ タイ語）

一時保管

業務／設計部門

製造部門

設計部門

IT部門

送受信コマンド 大容量データ さまざまなファイル
形式に対応

開封通知
メール

ファイル登録

配信通知
メール

配信データ
取得

多重化
通信

多重化
通信

3  TWX-21グローバル大容量データ交換サービス

品ぞろえ

店舗 EC
現金会員
クレジット

会員

商品

顧客反応分析

コーザル予算

ネット
スーパー

条件 条件

カード
通信販売
ネットスーパー

天候／気温 別
客数（食／住／衣）PI値

期／月／週／日
売上／粗利／発注／仕入／売価変更／在庫

商品区分 ： PB／ブランド／メーカー／取引先／機能／用途など
時間帯別 ： 顧客属性と欠品の把握

店別集計
期間推移別集計取扱店数

会員登録分析
時間推移

売上 ・ 客数分析
売上 ・ 粗利分析
単品分析

単品店舗比較分析
属性分析
棚割分析
特売分析

衣料品， 食品分析

組織軸

+

デシル分析

RF/RM分析

エリア分析
欠品分析

DM

世代 ・ 性別分析

時間帯分析
組み合わせ

利用回数分析相互の出力結果を条件に

モデル商品のイノベータ ・ アーリーアダプタ16％
の立ち上がり状況で商品の反応を分析

予算対比

商品開発

ソーシャルメディア分析

部門 ・ 単品実績（月／週／日）基本3年 ID-POS 基本3年

融合分析
「商品×顧客」

商品分析 顧客分析

OneToOne

商
品
軸

デ
シ
ル
1

2  流通分析ソリューションのコンセプト
注：略語説明　EC（Electronic Commerce），PI（Purchase Index），PB（Private Brand），RF/RM（Recency, Frequency/Recency, Monetary），DM（Direct Mail）
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クラウドセキュリティの国際標準化4

クラウドコンピューティングにおいては，セキュリティ
の確保が常に課題とされてきた。このため，さまざまなセ
キュリティガイドラインが提唱されている。米国の非営利
法人CSA（Cloud Security Alliance），欧州ENISA（European 

Union Agency for Network and Information Security），米
国政府機関のクラウドの調達認証FedRAMP（Th e Federal 

Risk and Authorization Management Program）などが知
られている。日本国内でも経済産業省，総務省，内閣官房
情報セキュリティセンター（NISC：National Information 

Security Center）などがそれぞれの立場からガイドライン
を公開している。
このような中，ISO（International Organization for Standar-

dization：国際標準化機構）は，情報セキュリティマネジ
メントの標準であるISO/IEC（International Electrotechnical 

Commission：国際電気標準会議）27001を基礎に，クラ
ウド独自のセキュリティ要素と管理施策に関する標準化を
ISO/IEC 27017として検討している。これは，経済産業省
の「クラウドサービス利用のための情報セキュリティマネ
ジメントガイドライン」を基に日本から提唱された標準案
である。すでにワーキングドラフトの最終段階にあり，
CSAなども同案の検討に参画していることから，国際標
準として成立する可能性が高い。
日立は同案の検討に参加するとともに，日本国内で同案

に基づいたセキュリティ監査の仕組みを確立しようとして
いる JASA（Japan Information Security Audit Association）
-クラウドセキュリティ推進協議会に参加し，パイロット
監査を実施するなど，国際標準を見据えたクラウドセキュ
リティの向上に取り組んでいる。

エコシステムによるクラウドのスケールアップ5

ITシステムには，変化への対応とスピードが求められ
る。従来，日立は「作る技術」によってそれらを実現して
きたが，近年は単独での対応が困難になりつつある。
このような中，クラウドベンダーとのパートナーシップ
によるエコシステムを構築し，「使う技術」も活用して
ITシステムを構築するスケールアップ戦略を開始した。
例えば，パブリッククラウドで圧倒的なシェアを持つ
Amazon＊ Web Services＊と日立クラウドソリューション
「Harmonious Cloud」を連携させ，SAP＊を活用した会計
システムを提供するという事例がある。並行して，JP1を
活用し，Harmonious Cloudとオンプレミスのシステムを
一体化した監視・運用サービス，情報漏えい防止ソリュー
ションである秘文の活用で強化されたセキュリティ基盤，
製造・流通業向け基幹業務ソリューションのFutureStage

といった業務サービスなどにより，付加価値の高いサービ
スを提供する。
＊は「他社登録商標など」（146ページ）を参照

国際標準 国内
ISO/IEC 27001

ISMS Requirements

ISO/IEC 27002
ISMS Code of practice for

information security controls

クラウドセキュリティに関する
ISO/IEC ドラフト

経済産業省
情報セキュリティ管理基準

日本セキュリティ監査協会（JASA）
クラウド情報セキュリティ管理基準

JASA
クラウド情報セキュリティ管理基準

改定中

経済産業省
クラウドサービス利用のための

情報セキュリティマネジメントガイドライン

経済産業省
クラウドサービス利用のための

情報セキュリティマネジメントガイドライン（2013年度版）
ISO/IEC 27017

Code of practice for
information security controls
for cloud computing service

based on ISO/IEC 2702

策定作業中

国際標準策定

国際標準案を反映
2013年改定中

2011年4月

2011年4月

2003年策定 2008年改定

日本より国際
標準化を提案

ISO/IEC
27001， 27002

改定

2013年

4  ISO/IEC 27017を中心としたクラウドセキュリティに関する国内外の流れ
注：略語説明　ISMS（Information Security Management System）

高信頼クラウド
スケール拡張が容易な
グローバルクラウド

顧客クラウド

エコシステム

日立クラウドソリューション
「Harmonious Cloud」

オンプレミス
Hitachi Unified

Compute Platform

パブリッククラウド
Amazon Web Services

Salesforce＊
Windows Azure＊

5  エコシステムによるクラウド基盤
注：＊は「他社登録商標など」（146ページ）を参照
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サイバー法人台帳
ROBINS

6

日本では，インターネットの商取引において企業の信頼
性がある情報を容易には入手できず，ビジネスのスピード
低下や機会損失を招いている。そこで，一般財団法人日本
情報経済社会推進協会（JIPDEC）は，インターネットにお
ける日本のビジネス活動を円滑化するためのサービスとし
て，サイバー法人台帳ROBINS（Reference of Business 

Identity for Networked Society）を2013年7月に開始した。
このサービスにより，いつでも，誰でも，どこでも，信

頼性のある企業情報が利用可能となる。企業がみずから申
告した情報を，行政書士や司法書士などの第三者の確認を
経て公開することで，実用的で信頼性のある企業情報を提
供する。

ROBINSで公開する企業情報は，Web画面での参照の
ほか，API（Application Programming Interface）経由での
利用が可能である。このサービスの応用として，Webメー
ルが本物のメールかどうかを一目で判別できる「安心マー
ク」を2013年7月の参議院選挙向けに一部政党のメールマ
ガジンで実現した。

ROBINSの企業情報を活用した新たなサービスの創出が
今後も期待されている。

マネージド・セキュリティ・サービス7

高度化するサイバー攻撃から組織の情報やシステムを守
るため，最新のセキュリティ施策をクラウドサービスで提
供するマネージド・セキュリティ・サービスを2013年10

月より開始した。

近年，サイバー攻撃は複雑化・巧妙化しており，技術要
員の確保や監視体制の強化など，情報システム部門の負荷
が増大している。また，これまでのPDCA（Plan, Do, 

Check and Action）による改善に加え，OODA（Observe, 

Orient, Decide, Act）の概念に基づくインシデントの発生
を前提とした運用が求められている。
日立が提供するマネージド・セキュリティ・サービスは，
サイバー攻撃対策を包括的に支援するクラウドサービスで

ROBINS
掲載希望社

企業

個人事業者

団体

確認者

第三者確認

確認ポリシーに
基づき，行政書士
や司法書士などが
実施

TWX-21によってROBINSの
サービス基盤をPaaSで提供

サイバー法人台帳
　・ マスターデータ
　・ 特色データ

ROBINS利用者

活用

ROBINS

https://robins.jipdec.or.jp/

インポート

信頼できる
外部情報 標準企業

コード
プライバシー
マーク EDINET

個人 企業

個人事業者 海外

…

行政

…

自社情報提供
・ マスターデータ
 （名称， 住所， URL， コードなど）
・ 特色データ（特許， 実績など）
・ エビデンス

・ 第三者確認済み情報
・ 情報鮮度の見える化
・ 信頼できる外部情報
・ 情報間の関連 など

正式名称， URL， 所在地をはじめ，
 企業のさまざまな情報を簡単に
見ることができる。

…

6  サイバー法人台帳ROBINS

注：略語説明　URL（Uniform Resource Locator），PaaS（Platform as a Service），EDINET（Electronic Disclosure for Investors’ Network）

マネージド ・ セキュリティガバナンス

経営を守る
ナレッジ

情報システム

CISO/CIO

事業部門

情報システム
部門

社内用
システム

業務用
システム

制御
システム

顧客サービスチャネル
（Web）           

サービスを守る
外部クラウド

システムを守る
監視 ・ サポート

体制

・ サイバー時代に即したポリシー， BCP見直し
・ 豊富なインテリジェンスに基づく情勢判断
・ 迅速かつ的確なインシデント対応

・ 入れない ： マルウェアの侵入防御
・ 広げない ： 侵入の早期検知と対処
・ 出さない ： 万一感染しても情報漏えいを防止

・ セキュリティポリシー策定支援
・ セキュリティリスク分析支援
・ 事業継続マネジメント策定支援

・ システムにおける脆弱性情報提供
・ 特定サイトにおける風評被害調査
・ インシデントレスポンス支援

・ ITインフラに対する脆（ぜい）弱性診断
・ マルウェア調査

・ 組織内CSIRT運用支援
・ 標的型攻撃メール訓練
・ Webアプリケーションファイアウォール
・ WebサイトへのDDoS対策

・ アンチウイルス， アンチスパム
・ コンテンツフィルタリング
・ Web閲覧におけるURLフィルタリング
・ アンチウイルス
・ 統合ログ管理
・ ログの相関分析

・ 仮想UTM運用監視

セキュリティコンサルサービス

セキュリティ診断サービス

インテリジェンスサービス

Webサイトプロテクションサービス

Webサイトチェックサービス

メールセキュリティサービス

Webセキュリティサービス

セキュリティイベント監視サービス

仮想サーバプロテクションサービス

CSIRT技術支援サービス

・ Webシステムに対する脆弱性診断
・ 改ざん検知

マネージド ・
セキュリティ・
ガバナンス

マネージド ・
チャネル ・
セキュリティ

カテゴリ サービスメニュー 機能概要

マネージド ・
プラットフォーム ・
セキュリティ

・ 顧客サービスチャネルの可用性確保
・ 不正なアクセスからの保護

マネージド ・ チャネル ・ セキュリティ

マネージド ・ プラットフォーム ・ セキュリティ

7  マネージド・セキュリティ・サービスのメニュー一覧

注：略語説明　 BCP（Business Continuity Plan），CISO（Chief Information Security Officer），
CIO（Chief Information Officer），
CSIRT（Computer Security Incident Response Team），
DDoS（Distributed Denial of Service），UTM（Unified Threat Management）



41
日立評論 2014.01-02

I
T
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
・
ク
ラ
ウ
ド
サ
ー
ビ
ス

情
報
・
通
信
シ
ス
テ
ム

ある。情報システム部門の負荷を軽減し，OODAの概念
に基づく動的セキュリティ管理を実現する。また，実環境・
仮想環境を問わず監視を行うとともに，複数機器のログを
相関分析するサービスメニューも用意し，インシデントの
早期検知や対応を支援する。
今後は，さらに高度化するサイバー攻撃に対応するため

のサービスメニューの拡充を図り，企業システムのみなら
ず社会インフラシステムにも適用可能なセキュリティ対策
を支援する。

指静脈認証ソリューションの新たな適用事例8

日立の指静脈認証装置は，指内部の静脈パターンを照合
するため，極めて高い認証精度があり，企業内の ITセキュ
リティ，入退出管理の物理セキュリティなどの面で多く利
用されている。ここ数年は，飲食業や流通多店舗における
従業員の勤怠管理での打刻用途，およびPOS端末のオペ
レータ（従業員）の本人確認用途としても広く普及してき
た。不正操作となりすましの防止，本人確認用のカードな
どの消耗品の削減，さらにはパスワード入力が不要である
ことなど，多くの利点が評価されている。

2013年には，医療・福祉分野において，患者の本人確
認用途として普及が進んだ。医療事故の患者取り違えの防
止策として，これまでは氏名と生年月日を名乗ってもらう
ことで患者の本人確認を行っていたが，指静脈認証装置を
用いて本人確認をすることにより，確実な認証が可能にな
る。放射線治療部門の病院では，医療分野で初めて指静脈
認証装置が患者の本人確認に用いられた。

2014年は，他の医療分野（健康診断，予防接種など）へ
の拡大が期待される。

大容量データ漏えい対策ソリューション9

大容量データを持ち出す際のセキュリティと利便性を確
保するため，データ漏えい対策ソフトウェアのデータプロ
テクトミドルウエアを開発した。
大容量データを外部記憶媒体に入れて持ち運ぶ際には，
情報漏えい防止のための暗号化などの措置が必要となる。
データプロテクトミドルウエアは，組織ごとに運用鍵の設
定ができ，同じ運用鍵が設定された特定エリア内でのみ
データの暗号化／復号化が可能であるため，セキュリティ
を強化することができる。また，データは自動的に暗号化
／復号化されるため，ユーザーは暗号化／復号化を意識す
る必要がなく，外部記憶媒体の自由なやり取りの利便性を
損なわずに運用できる。
放送業界では，地上波放送の全面デジタル化や高解像度
化に伴い，映像コンテンツの大容量化が進んでいる。編集
作業効率の向上のため，映像素材データは外部記憶媒体に
保存して編集をしていた。その利便性の反面，映像データ
はコピーが容易であるうえ，外部記憶媒体の不正利用や紛
失により，映像データに含まれていることもあるプライバ
シー情報や企業の機密情報などの漏えいリスクがあるた
め，そのセキュリティ対策が課題となっていた。この製品
は，第三者の映像データなどの不正利用による情報漏えい
を防止することができる。
今後，放送業界をはじめ，金融，流通，交通などの分野
における監視・防犯システム，医療診断画像を扱う医療シ
ステムなど，大容量データのセキュリティ保護が求められ
る分野に提供する。

指静脈認証装置

氏名と生年月日を教えて
ください。
また， 念のため， 指静脈認証
装置に，指をかざしてください。

日立太郎， 1984年1月1日
生まれです。
登録済みの右手中指を
かざします。

8  医療分野における指静脈認証装置を用いた患者の本人確認

A社 B社
利用可能

持ち運び

参照不可

参照不可

運用 B

プロジェクトγ
運用 C

プロジェクトα
運用 A

プロジェクトβ
運用 A

持ち運び

データを自動的に
暗号化

持ち運び

9   データプロテクトミドルウエアによる大容量データ漏えい対策ソリュー
ション
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クルマ向けスマートモビリティサービス10

近年，クルマを中心とした情報連携から，ユーザーを中
心とした情報連携に移行している。また，ITの高度化に
よってさまざまなデータの活用が進んでおり，異業種の
ユーザー情報を融合した新たな価値創造が期待されている。
日立は，これまで提供してきた車載情報システムソ

リューション（交通情報サービス，地図情報サービスなど）
を通して，地図ベンダーから提供される電子地図データの
変換・加工，日立独自のプローブ情報※1）データクレンジ
ング※2）・推定補完技術※3）などの技術を培ってきた。これ
らの技術と，クルマから取得できる情報や，ソーシャルネッ
トワークで収集したロケーション情報を組み合わせ，安全

性・利便性を考慮した快適な移動を実現する新たなクルマ
向けスマートモビリティサービスを提供する。

※1） 実際に自動車が走行した位置や車速などの情報を用いて生成された道路交
通情報。

※2） プローブデータと地図データにより，マップマッチングされたデータを，距離，
速度などによって補正する技術。

※3） 過去の統計と周辺道路の状況を分析し，欠損する交通情報を高精度に埋
め合わせる技術。

地域金融機関におけるオムニチャネル環境11

インターネットバンキングが生まれて10年以上が経ち，
従来の照会や振込といった基本メニューをインターネット
経由で提供するサービスが充実する中で，収益ならびにコ
ミュニケーションチャネルとしての活用が求められてい
る。それには，外貨・投資信託・国債・ローンの販売だけ
でなく，クレジット・証券との連携，データ分析・情報発
信・マーケティングへの活用，店舗・ATM（Automated 

Teller Machine）との連携が必要とされる。そのため，
日立はグループ内のさまざまなソリューションの活用や，
外部サービスベンダーとの連携を推進している。
一方，地域金融機関においては，メガバンクやインター
ネット専業銀行との差別化を図るため，地場に持つ圧倒的
な顧客接点の強みを生かした独自の競合施策が求められて
いる。FINEMAXセンタは，各チャネル（営業店，コール
センタ，ATM，インターネットバンキング）を複合的に
連動させたCRM/EBM※1）（Customer Relationship Manage-

ment/Event Based Marketing）の強化により，顧客の経験
価値を最適化したオムニチャネル※2）環境の提供をめざす。

※1）顧客情報マーケティング手法。
※2）あらゆるチャネルをシームレスに連携して顧客にアプローチする手法。

インターネットバンキング ホームページサービス CRM/EBM／情報系

優良顧客
OneToOne

OneToOne

先日は投信お取引ありがとう
ございました。

取引ショートカット
50,000円
お引き出し

取消

仕送り出

毎月のお振込

家賃支払

お引き出し

お預け入れ

お振り込み

その他取引

シミュレーション 各種申し込み

対応内容
・ 統合チャネルCRMとのリアル連携による
  シームレスな情報発信
・ EBMへの還元情報を拡充
・ インターネットバンキングによる
  双方向の会話式機能の充実
・ ATM用の画面情報連携
・ 来店相談， 各種申し込み， シミュレー
  ション， ホームページサービスとの
  シームレスな融合

潜在優良顧客

営業店／コールセンター

ニーズ

ニーズ
ニーズ

ニーズ

高額預金

年金保険

など
投信

A社
B社

ATMコーナー

住宅ローン

11  オムニチャネル環境

プローブ プローブ
プローブ

提
供 日立独自

技術

地図差分更新技術

高精度ロケータ技術

推定補完技術

データクレンジング技術

CAN-TCU
プローブ

スマートフォン
プローブ

投稿情報

プローブ

投稿情報

SNS

日立

ソーシャルデータ

新規
サービス

基地図

10  クルマ向けスマートモビリティサービス

注：略語説明　 CAN（Controller Area Network），TCU（Telematics Communication Unit），
SNS（Social Networking Service）
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経済産業省が推進する文字情報基盤12

独立行政法人情報処理推進機構は，内閣官房情報通信技
術（IT）総合戦略室，経済産業省と共に，文字情報基盤の
実運用に向けた環境整備を進めている。現在，国，地方公
共団体などの行政機関の情報システムに標準で搭載されて
いない氏名などの漢字を効率的に扱う基盤として，同機構
は，約6万文字を収録した文字フォント（IPAmj明朝フォ
ント）と文字に関する各種情報を収録した文字情報一覧表
を公開している。
文字情報基盤の実運用に向けた環境整備の一環として，

クライアントにフォント資産を持たずに，Webフォント
で約6万文字を各種OS（Operating System）／ブラウザで
扱うための技術的課題を検証するWeb実証実験が2012年
度に実施された。この実証実験において，日立の文字基盤

製品が利用されている。
文字情報基盤の活用は，経済産業省の「情報システム調
達のための技術参照モデル（平成24年度版）」や高度情報
通信ネットワーク社会推進戦略本部（IT戦略本部）の「世
界最先端 IT国家創造宣言」（2013年6月閣議決定）に記載
され，これからの情報システム構築におけるデファクトと
して期待されている。
日立の文字基盤製品は，国策である文字情報基盤にタイ
ムリーに対応していく。

自治体向け番号制度導入支援ソリューション13

2013年5月の番号法（行政手続における特定の個人を識
別するための番号の利用等に関する法律）成立を受け，社
会保障・税に係る番号制度導入のスケジュールが具体化

特定個人情報保護委員会

マイ ・ ポータル

国民 事業者

情報提供
ネットワークシステム

地方公共団体システム機構

国税庁

関係機関

府省庁

自治体

日本年金機構

・ 情報提供ネットワークシステムおよび情報照会 ・ 提供機関に対する監査 ・ 監視などを行う。

・ 国民に対する情報
  提供記録表示など
  を行う。

・ 複数の機関に存在する
  個人の情報を結びつける。

・ 市町村長から委託を受け， 個人番号を生成／通知する。
・ 公的個人認証サービスを実施する。

申請書など 法廷調書など

注 ： 国民， 事業者の動き 連携の流れ

個人番号 個人番号 個人番号
法人番号

法人番号
・ 法人番号を付番する。

・ 情報照会／提供する。

（情報提供等記録開示
システム）

個人番号カード

13  社会保障・税に係る番号制度

IPAmj明朝フォント Ver.002.01

ISO/IEC 10646
UCS

非漢字
（2，002図形／1，672文字）
縦書用文字， リガチャを含む

戸籍統一（漢字のみ）
（55，269文字）

登記固有
文字

（10，330）

1,672文字

ほぼすべての情報機器で利用可能

BMP（全65，536文字） IVDCJK統合漢字拡張B，C，D
（全47．000文字）

市販の最新の情報機器の多くで利用可能

一部のOSで対応が始まっているが，アプリケーションでの対応は未達

23,941文字 25,808文字 2,275文字
6,789文字

現在は
符号化対象外

住基統一（漢字のみ）
（19，563文字）

文字情報基盤漢字
（58，813文字）

12  経済産業省が推進する文字情報基盤（IPAmj明朝フォントの符号化）
注：略語説明　UCS（Universal Multi-octet Coded Character Set），BMP（Basic Multilingual Plane），CJK（Chinese, Japanese, Korean），IVD（Ideographic Variation Database）
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された。自治体は，2015年の番号通知，2016年の番号利
用開始，2017年の他機関との情報連携開始というマイル
ストーンに沿って計画的な対応を進める必要がある。日立
は，こうした自治体の課題を解決するため，自治体向け番
号制度導入支援ソリューションを提供している。
自治体の番号制度導入をトータルにサポートするため，

このソリューションは，コンサルティング，製品・サービ
ス適用，システム導入支援，運用支援，教育支援というカ
テゴリーに体系化されている。コンサルティングでは，番
号制度導入計画の策定や特定個人情報保護評価の実施，製
品・サービス適用では，業務システムの番号制度対応前に
行うべき宛名情報の整理をそれぞれ支援する。また，シス
テム導入支援では，既存システムの改修，行政サービス向
上のための新規システムの導入などを行う。
このように番号制度対応に関するさまざまな課題に対応

した製品・サービスを選択して適用できるメニュー構成と
し，自治体の番号制度導入を支援する。

空間情報ソリューション14

空間情報ソリューションは，GIS（Geographic Information 

System）と衛星画像を統合した事業であり，その中心は空
間情報クラウドである。これは，衛星画像をはじめとする
各種地図コンテンツを融合した空間情報サービス基盤から
成り，この基盤を利用することで，専門的なGISの知識が
なくても空間情報を利用したアプリケーションやサービス
が構築できる。
このクラウドを利用したサービスの1つとして，海運，
造船，商社などを対象とした船舶位置情報サービスの提供
を開始した。このサービスは，スペックや位置情報をキー
にして抽出した船舶の動向を可視化するものであり，船舶
に関する経費削減やリスク低減を支援する。
想定される主な活用方法は，以下のとおりである。

（1）他社船舶の現在地情報を基に自社船舶の航路や船速の

最適化を図る。
（2）ニーズに即した仕様の船舶を提案する。
（3）新しい航路や危険な航路における船舶の動向から危険
の少ない航路を計画する。
今後も空間情報クラウドを用いた新たなサービスを順次
展開する予定である。
（株式会社日立ソリューションズ）

IT人財育成ソリューション15

みずから課題を発見して他者と共有し，解決のための行
動を起こす IT人財を育成するソリューションを拡充して
いる。
こうした人財の育成には，知識や技術の習得だけでなく，

判断・行動・責任の訓練も求められる。2013年度の日立
グループの情報・通信部門における新入社員教育では，
SNSを活用して協調学習およびゲーミフィケーションをカ
リキュラムに組み込んだ。これにより，学びの場における
積極性や協調性の向上を促し，教育効果を高めることがで
きた。
また，新しい学習スタイルとして，パブリッククラウド
上に演習環境を構築し，いつでもどこでもマシン演習を行
えるサービスを2013年4月に開始した。日立オープンミ
ドルウェアの資格取得や，研修で学んだ知識・スキルの定
着化を図ることができる。同年12月には，スマートデバ
イスで学習する資格試験対策などのコンテンツを提供し，
モバイルラーニングも開始している。
今後は，各受講者のニーズや理解度に合わせた研修方法
を提供するアダプティブラーニングなど，一人ひとりに適
した分かりやすい学習を実現する。
（株式会社日立インフォメーションアカデミー）

マシン演習
によるIT学習

資格試験
対策学習

すきま時間を活用して
学習できる

モバイルラーニング

一人ひとりに適した
教材を提供する

アダプティブラーニング

業務の合間に
ITスキルのトレーニング

他者から知見を得る
ソーシャルラーニング

個に応じた
最適な学習

学びの場

SNS
他者との
学び合い

15  IT人財育成におけるさまざまな学びの場14  船舶位置情報サービスの画面例
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Microsoft Dynamicsグローバルソリューション16

日本企業の海外進出の加速やM&A（Mergers and 

Acquisitions）の増加に伴い，海外現地での業務システム
の導入や統合のニーズが高まっている。
日立グループの北米，欧州におけるMicrosoft  Dynamics＊

事業は，2012年4月，Hitachi Consulting Corporationか
ら株式会社日立ソリューションズに移管された。その後， 
Microsoft 社製ERP（Enterprise Resource Planning）/CRM

製品のコンサルティング，導入・保守サービスであるMicrosoft  

Dynamicsグローバルソリューションの提供を，日立ソ
リューションズが日本，中国，米州，欧州，アジア太平洋
の 5つの地域で開始している。
このソリューションの特長は，顧客の高度なグローバル

システムニーズに対応可能な点にある。全世界5拠点の商
談とサービス提供を一元管理する組織であるグローバル統
括推進センター（G-CoE：Global Center of Excellence）を
米国子会社に設置し，米国人のMicrosoft  Dynamicsトッ
プコンサルタントが最高執行責任者（COO：Chief 

Operating Offi  cer）となり，米国，カナダ，英国，インド，
日本，中国の約400名（2013年9月現在）の専門技術者と
顧客案件を統括管理する。すなわち，各国・地域にまたが
る顧客システムに対して，現地の言語やニーズに精通した
技術者が，日立グループとしてワンストップでサービスを
提供する。これまでグローバルシステムインテグレーター
でなければ実現できなかった，顧客の現地ニーズ対応と本
社直結の全体最適化支援の両立を可能にする。
（株式会社日立ソリューションズ）
＊は「他社登録商標など」（146ページ）を参照

Hitachi Sunway Information Systemsの設立17

株式会社日立システムズは，2013年4月，マレーシアの
財閥企業であるSunway Groupの非上場IT関連企業Sunway 

Technology社との合弁会社 Hitachi Sunway Information 

Systems（以下，HSISと記す。）を設立した。これは，東南
アジアでの ITサービス事業の拡大を目的としたものであ
り，マレーシアのクアラルンプール近郊に本社を持つ
HSISは，東南アジア各国（マレーシア，シンガポール，
タイ，インドネシア，フィリピン，ベトナム）で ITサー
ビス事業を開始している。

HSISは，顧客の ITの高度化につながるサービス事業を
各国で推進する。特にPLM（Product Lifecycle Manage-

ment）やPDM（Product Data Management）をはじめとす

ベトナム

タイ

フィリピン

HSIS拠点網

PLMパッケージ製品の販売 ・ 
導入サービス

主要事業
ES

ERPパッケージ製品の販売 ・ 
導入サービス， SaaS

APP

仮想化 ・ クラウドソリューションズ， 
データセンターアウトソーシング， 
ITアウトソーシングサービス

IMS

・ 日立グループの主要IT会社
・ 50年の実績と豊富な経験
・ アジアでも知名度のある日立ブランド
・ ITライフサイクルのワンストップソリューション
・ 仮想化， データセンター管理， クラウドの
  エキスパート
・ 日本での十分な実績

株式会社日立システムズ Sunway Technology社
・ SunwayグループのIT事業部門
・ ITの実績は30年
・ 地域におけるプレゼンスを確立している
  Sunwayブランド
・ 日系を含む製造業を中心に顧客は800社以上
・ 東南アジア各国展開中

マレーシア
シンガポール

インドネシア

17   Hitachi Sunway Information Systemsとの連携による東南アジアでの
事業拡大

グローバル統括推進センター（米国）

セールス ・ マーケティング

欧州

アジア太平洋／インド
日本

中国 米州
Hitachi Solutions Europe Ltd. 

Hitachi Solutions India Pvt. Ltd.

・ コンサルタント ・ SE ： 80名
日立解決方案（中国）有限公司 
（上海， 北京， 広州）

Hitachi Solutions America, Ltd. 
Hitachi Solutions Canada, Ltd. 

・ コンサルタント ・ SE ： 180名

・ コンサルタント ・ SE ： 75名

株式会社日立ソリューションズ  
・ コンサルタント ・ SE ： 30名

・ コンサルタント ・ SE ： 10名

デリバリー， 研究開発

16  グローバル統括推進センターと5極体制（2013年9月現在）
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るES（Engineering Solutions）事業，ERPなどのAPP（Appli-

cation）事業，ITインフラの構築／運用（仮想化，セキュ
リティ，ネットワーク，データセンター運用など）を図る
IMS（Infrastructure and Managed Services）事業の3つで
ある。HSISは，Sunway Technology社が有していた現地
の約800社の顧客や技術者を生かし，日立システムズが日
本で培った ITサービスの豊富な経験とノウハウを融合さ
せ，ワンストップ ICT（Information and Communication 

Technology）ソリューション＆サービスプロバイダーとな
ることをめざしている。これにより，東南アジア各国の顧
客に日本の優れた ITサービス技術を提供し，ITの高度化
を支援するとともに，日本から東南アジア各国に進出する
日系企業の ITシステムを，日本国内と同様にサポートする。
（株式会社日立システムズ）

経済産業省の閲覧者指定システム18

経済産業省は，職員間でやり取りされる機密性の高い行
政文書をPDF（Portable Document Format）化し，限定さ
れた関係者だけが閲覧できる閲覧者指定システムを2013

年2月に刷新した。このシステムを利用することで，同省
において保護された文書は，省内のLAN（Local Area 

Network）環境下で指定された職員のみが閲覧可能な状態
になり，省外に持ち出された場合は一切閲覧できなくなる。
その仕組みを支えているのは，ドキュメント統制システ

ムの活文 NAVIstaff である。これは，文書自体にセキュリ
ティを持たせることで，作成者の手を離れた後でも文書を
適切に保護できるソリューションである。
経済産業省は，以前から行政文書の機密性をレベルで分

類・管理するとともに，機密文書の情報漏えい防止対策を
進めているが，情報漏えい事故を完全に防ぐことは難しい。
そのため，情報セキュリティの目的や実態，職員の理解な
どについて啓発活動を行っている。情報管理のあるべき姿

に向け，経済産業省では今後も取り組みを続けていくとし
ている。
（株式会社日立ソリューションズ）

次世代ATM
AKe-S

19

AKe-S（エーケーエス）は，多くの人が安心してATMを
利用できるよう，使いやすさに配慮したデザインによって
信頼性と操作性を追求した次世代ATMである。
利用者が近づくと点灯する「ウェルカムライト」，カー

ドや通帳などの媒体を照らす「メディアスポットライト」
など，さまざまな光と音で利用者の操作をやさしく誘導す
る。車いすでの利用を考慮し，ATMに近づきやすいよう
に足下スペースを拡大している。また，多様な色覚を持つ
さまざまな人の利用に配慮した筐（きょう）体デザイン・
操作画面により，NPO（Nonprofi t Organization）法人カ
ラーユニバーサルデザイン機構によるカラーユニバーサル
デザイン認証を取得した。さらに，世界各地で培ってきた
紙幣ハンドリング技術を結集した新紙幣ユニットを開発し
て紙幣詰まりを大幅に低減するとともに，紙幣の収納容量
を増加させたことで，「止めない，止まらない」長時間運
用を可能にした。待機時の消費電力も削減し，環境に配慮
している。

AKe-Sは，格段に向上した利用者・係員の操作性や障害
発生頻度の低減などが評価され，メガバンクをはじめとし
た多くの金融機関に採用されている。今後も，コアコンピ
タンスの「センシング＆ハンドリング」により一層の磨き
をかけるとともに，高齢化社会を見据えたユニバーサルデ
ザインの追求や環境への対応など，社会のニーズにマッチ
したATMとそのサービスを提供する。
（日立オムロンターミナルソリューションズ株式会社）
（販売開始時期：2012年6月）

19  次世代ATM「AKe-S」

経済産業省
対象職員数 ： 約5，700人

活文
NAVIstaff

情報システム
厚生課外秘

機密性の
高い文書

PDF

印刷

「印刷者名」
を透かし表示

情報システム
厚生課
メンバー
閲覧可

閲覧不可

閲覧不可

経済産業省外

情報システム
厚生課外

PDFに変換
して保護

メール誤送信などで
送付されても閲覧で
きない。

ポリシー例

18  経済産業省内における電子文書管理の仕組み


